




──EU司法裁判所 2012 年 10 月 25 日判決（C-133 ／ 111)）
（Folien Fischer AG, Fofitec AG/Ritrama SpA）の紹介──




























であり，Y の製品をドイツに販売しているのは Y のスイス子会社なので，Y
が X1らに送付した警告書はドイツ市場には関連せず，またX2に対するライセ
ンス付与請求権が及ぶ地理的範囲は管轄原因にならないと主張して，本件訴え
についてドイツの裁判所の国際裁判管轄を争った。2008年 5 月 9日，ハンブ
ルグ地方裁判所は，本件訴えを，国際裁判管轄が認められないことを理由にし
て却下した。










































） BeckRS 2011, 05534.

























































） 田中孝一「欧州知的財産訴訟の最新トピックス」判タ 1089 号（2002）38 頁。



























） ここで Zuid-Chemie,［2009］ECR I-6917 判決の第 17 節及び eDate Advertising and



























とを指摘する（判決理由第 46節）。つまり，ブリュッセルⅠ規則 5条 3号が適
用されるための前提として，自称被害者が原告になって訴えを提起しているこ
戦略的な国際的消極的確認の訴えと不法行為地管轄の適用範囲（安達栄司) 433
11） 前掲の Zuid-Chemie事件判決第 24節及び eDate事件判決第 40節が引用されている。

















































































則の他の裁判籍（例，同規則 5 条 1 号の義務履行地）において，給付の訴えと
436 立教法務研究 第号（2016）
15） Schweizerisches Bundesgericht, Urt. v. 13. 3. 2007, IPRax 2008, 544.
16） 以下の叙述も，Sujecki, Torpedkagen im europäischen Binnenmarkt, GRUR Int 2012,
21 に依拠する。なおドイツにおける学説状況の詳細は，Eberl, Eimal Opfer, immer

























17） 核心理論とは，前掲注 5）の Tatry 事件判決で明らかにされた，ヨーロッパ民事訴訟
法における事件の同一性を判断する概念である。核心理論については，ほかに本間学




19） ECLI: EU: C: 2012: 226．法務官意見は，BeckRS 2012, 81347 にも掲載されている。

























21） Eberl, aaO S. 54.
22） 安達栄司「国際的訴訟競合」新堂幸司 = 高橋宏志 =加藤新太郎編集・実務民事訴訟講
座〔第三期〕第 6巻（2013）385頁。





















































24） 横浜地判平成 26 年 8月 6 日判時 2264号 62頁（マイケルカーン事件）。ただし，本件
については，結果的にはわが国における不法行為地の存在が証明されていないと判断さ
れて，日本の国際裁判管轄が否定された。
25） 小島武司ほか・注釈民事訴訟法 1巻（1991）123頁（道垣内正人）。
26） 安達・前掲注 22）396頁以下参照。
